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１　各様式ごとに提出すべき添付資料のほか、入札者が必要と認める添付資料を提出することができる（この場合、任意の添付資料である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）。
２　必要に応じ、各様式ごとに提出すべき添付資料以外にも、調査対象者によって契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどうかを確認するために説明資料の提出を求めることがある。
３　書式別事項
(1) 　その価格により入札した理由（様式第１－１）
ア　当該価格により入札した理由を、手持工事、手持機械等の状況、過去において受注・施工した同種又は類似の工事、協力会社等の面から記載する。
イ　なお、当該価格により入札した結果、当該工事の適切な実施及び工事の品質の確保を行うことは当然である。
(2) 　入札価格の内訳書（様式第１－２）
ア　１回目に入札した価格を積算したものを提出すること。
イ　積算価格の構成が整っていること。
(3) 　手持ち工事の状況（様式第１－３、様式第１－４）
対象工事現場付近で契約中の工事及び対象工事に関連する契約中の工事の一覧とその状況を記載する。
(4) 　契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連（様式第１－５）
工事場所と自社の事務所、倉庫等の所有又は賃借の状況を記載する。
（工事現場からの距離等を明示した地図を添付する。）
(5) 　資材購入予定先一覧（様式第１－６）
積算内訳に対応した、資材購入予定先の一覧を整理し記載する。
(6) 　手持ち資材の状況（様式第１－７）
手持ち資材による場合、資材の保管場所と保有状況（写真等）を記載する。
(7) 　手持ち機械の状況（様式第１－８）
保有している手持ち機械を記載し、写真等を添付すること。
(8) 　労務者の確保計画（様式第１－９）
入札価格の積算時点における労務者の確保計画を記載する。
(9) 　過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（様式第１－１０）
著しく不適当な施工実績があり、契約対象工事においても、他の様式による確認内容を含め総合的に勘案した結果、同様の不適当な施工がされるおそれがあると認められる場合。
(10)  経営内容
直前の３事業年度に係る決算書類（財務諸表等）を添付すること。
